２００５年２月１９日
２００５年８月５日改訂

全日本民医連の災害救援活動マニュアル
全日本民医連理事会
　2005年は阪神淡路大震災から10年となります。４月ＪＲ西日本の列車脱線・転覆という大惨事を経験しました。また2004年は新潟水害、台風被害、さらには新潟中越、スマトラ島沖地震と大変災害の多い年でした。あいつぐ災害ではきまって、高齢者や障害者、生活困窮者など社会的に弱い立場の方に多大な被害が生まれています。国・行政の被災者支援も一定の前進はあるものの、まだまだ不十分です。

　こうした災害にあたり、全国の民医連組織は、「困難あるところ民医連あり」の心意気で、災害救援、復興支援に取り組んできました。一方、行政機関などの災害時の危機管理もすすんできており、今後の民医連による災害救援活動もより迅速かつ組織的にすすめていく必要がでてきています。今後予想されている東海地震などの災害に備える上でも、災害時の全国的な支援の在り方と実際を明確にします。そして、全国の事業所には災害時の各事業所の防災マニュアル（事業所が甚大な被害を受けた場合を含めて）の策定と訓練を呼びかけます。

１．民医連が行う災害救援活動の意義と視点

①いつでも、どこでも、誰もが安心できるよい医療と福祉をめざす民医連として、被災者の生命と健康、生活を守る立場から必要な全国的支援を行う。

②民医連の事業所が被災した場合は、全国組織として職員や患者、共同組織の人々への支援を行う。あわせて１日も早く事業所を復旧させ、外部からの応援を受けつつ現地の民医連として主体的に災害救援活動に取り組む。

③災害発生初動の危機管理、支援チームのコーディネイトなど、行政を中心に一定の整備がされてきた。民医連の支援チームは行政や他団体との連絡を密に協力し、全体の支援が有効に機能するよう努力する。

④国や自治体による災害支援策の前進は、被災地での懸命な住民運動と全国的な支援活動なしにはありえなかった。民医連はこの歴史の教訓に学び、安心して住み続けられるまちづくりを合言葉に、被災住民支援策と災害に強いまちづくりの施策の充実めざして活動する。

２．民医連として対応すべき災害の内容

　　国民の生命、身体、財産に重大な被害を及ぼす大規模災害、大規模事故など。

＜例＞

①地震・津波など（阪神大震災・中越地震・奥尻島津波など）
②水害・台風災害など（2004年２３号台風など）
③噴火災害・火砕流など（有珠山噴火・雲仙噴火災害・三宅島噴火災害など）
④テロなど、原因不明の災害など（サリン事件・松本サリン事件など）
⑤大規模な事故など（原発事故・鉄道事故・航空機墜落など）
⑥国際的な大規模災害など（スマトラ沖地震・大津波など）
　⑦その他の大規模災害
３．災害支援のあり方

　①災害発生直後には被災地からの情報発信（支援要請）が難しいため、近隣の県連･事業所によ
　　る「要請待ち」にならない機敏な支援活動が求められる。

　・テレビ、ラジオの速報や全日本民医連との連絡などにより、できるだけ情報収集を行なう
　　ことが重要である。

　・支援に出かける場合、現地の交通網などよく知る者をメンバーに含め必ず複数で行動する。

　・ライフラインが断ち切られた被災地では、直後の２～３日間、水、食料、燃料などの物資
　　支援がもっとも大切な課題となる。

　②時間経過とともに現地状況は変わるので、全日本理事会および当該県連･事業所はそれぞれ対
　　策本部を設置して情報の集中と発信を行なう。（別項４）
　　　また、支援を送り出す側と受ける側の認識を常に一致させるために、時々の支援の内容と

　　規模をタイムリーに提案する。
　③被災地近隣では、被害を受けた病院の重症入院患者、透析患者や福祉施設入所者などの転院･
　　受け入れも課題となるため、自院･施設の受け入れ可能状況を把握し、必要なところは関係当
　　局へ報告･申し出る。

　・被災直後の医療支援は言うまでもなく外傷性疾患への対応が多いが、およそ２～３日で外　

　　傷患者は減少し、かわりに（あるいは平行して）「こころのケア」や内科的疾患の対応が求
　　められるようになる。

　・厚生省では、全国にDMAT（Disaster Medical Assistance Team；災害派遣医療チーム）を
　　200チームほど募集配備、大規模災害の発生直後に派遣する準備を進めている。

　・新潟県中越大震災では県域を越えた保健師派遣が行なわれ、避難所での継続的な健康管理
　　が試みられた（看護師ボランティアの協力が前提）。行政サイドは、被災者の避難所生活が
　　長期化することを避けようとしていた。
④各県連、事業所は「災害時対応マニュアル」を整備し、職員の初動態勢、情報収集と伝達方法（全日本への報告）などを取り決めておく。また想定される災害に備えシミューレーションを行い、日常的な訓練や緊急体制、緊急連絡網の整備などをすすめることが重要である（05.7.23の関東地方で発生した地震ではＥＶ停止が55,000件発生し、ＥＶ内に閉じこめられる問題が発生。またＪＲ西日本の事故の際の支援のあり方も問われた。新潟中越震災では小千谷総合病院では２時間以内に約２５０人の入院患者を一斉に転医せざるを得ない事態を経験した）。
４．全日本民医連対策本部の設置と任務について

　（１）対策本部設置の基準及び判断

　全国のいずれかの地域で災害が発生した場合（地震の場合は震度５以上）で、その被害が甚大であり救援活動が必要と予測される場合、全日本民医連理事会内に対策本部を設置する。対策本部設置にあたっては、それぞれの被害の状況について災害発生地域（該当県連、及び被災事業所）より報告を受け、会長・事務局長が設置の判断をおこなう。なお、会長・事務局長への連絡が取れないなど、何らかの事由により対策本部設置に関する判断に支障のある場合は、副会長・次長など４役で検討をおこない判断する。情報収集などに関わる責任次長として総務担当次長があたる。全日本民医連事務局として「災害時緊急電話」の設置など情報収集・伝達手段の整備をすすめる。
　理事会対策本部は全日本民医連事務所に設置する。但し、東京直下型災害など全日本民医連事務所が機能し得ないと判断した時は、連絡・調整可能な県連に対策本部を設置することとする。対策本部は、会長、事務局長をそれぞれ本部長、事務局長とし、その他若干名（＊災害地域（地協）を担当する副会長及び次長、全国災対連担当役員、その他の常駐理事）を本部員として構成し、事務局を配置する。
　
　（２）　全日本民医連対策本部の任務

①被災地域の災害状況及び程度について、当該県連より情報収集をおこない、全日本民医連と
　しての調査班派遣を検討し、第１次派遣の有無を決定する。

②調査班派遣にあたっては、現地県連と共同して被災状況の把握をすると同時に、被災地域の
　自治体災害対策本部、医師会、医療機関、現地の民主団体等の救援活動方針・対策状況等を

　確認し、民医連として求められる救援内容を把握する。なお、第１次調査班は複数人で構成
　し、調査終了後、内１名は全日本民医連対策本部に帰任し、現地の状況、及び求められる救
　援内容等の詳細を報告する。

③全日本民医連対策本部は、現地県連、及び第１次調査班の報告を受け、現地対策本部設置の

　是非及び形態、当面の救援活動の内容、範囲、形態及び方法（固定、巡回、移動等）、規模、

　期間、費用等について判断する。（＊現地対策本部設置については、交通アクセスの困難等に
　よる複数設置や、民医連事業所以外での設置、あるいは、民医連空白地域での設置も考えら　

　れるが、どの場合においても現地県連と充分に意思統一をおこない判断する。）

　　なお、拠点事業所をベースキャンプとして位置づけた救援派遣をおこなう場合は、該当事
　業所及び職員の被災状況、交通アクセス、県連及び事業所の受け入れ力量などを把握し、被
　災事業所及び職員への負荷が過度にならないよう配慮するなど、該当事業所及び県連との充
　分な意思統一のもとで派遣をおこなう。

④現地対策本部設置を決定した場合、現地に残留した第１次調査班員と県連及び事業所、共

　同組織が連携し、支援者受け入れ準備と当面の救援行動計画を策定する。民医連事業所外

　で現地対策本部を設置する場合は、地域の各種団体、民主団体との連携・調整に配慮する

　必要がある。

⑤全日本民医連は、全国に対し、被災地域の状況、民医連としての救援活動方針等を伝達し、　

　救援活動を呼びかける。救援物資送付にあたっては、日々求められる内容が変化すること

　を考慮し、現地との日常的連携を充分におこないつつすすめる必要がある。また、救援募

　金については、使途について一定明確にしたうえで提起する。

　　なお、災害発生直後における近隣各県からの初期救援（＊全日本対策本部からの指示以前
　に自発的に行われる活動）については、初期段階での現地状況の確認と派遣の安全性確保等　

　に充分留意したうえでおこなうものとする。

⑥救援活動が長期間になると予測される場合、全日本民医連対策本部として、長期支援体制、

　及び支援方法等を確立し、各県連に徹底をはかる。また、全日本民医連の常駐役員を一定

　期間派遣し、現地対策本部との調整・連携、サポートをおこなう。

⑦国際的大規模災害が発生した場合、４役会議・理事会等で対応のあり方等を決定する。

⑧全日本民医連理事会対策本部及び現地対策本部は、被災者救援をすすめるうえで、被災者

　が無条件に医療を受けられるよう国及び自治体に要請する。また、医療機関が被災者救援

　に要した医療費について概算請求できるよう要請することも合わせておこなう。

　（＊ひな形文書参照）
　※⑧に関連する国及び自治体への緊急要請書のひな形文書

宛先）県知事、県医師会会長、県歯科医師会会長、県薬剤師会会長、県社会保険事務局長、

　　　県支払基金幹事長、県国保連合会会長、及び国（厚生労働大臣など）

　　　　　

　　　　　　　　○○災害における医療確保に関する緊急要望書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　宛先）＊上記　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○民医連会長　○○　○○

　　○○災害における被災者救援に深く感謝いたします。

　さて、今般の○○災害による被災者の医療確保につき下記について緊急に要望します。

　貴職におかれましては、実現にむけ御尽力賜りますようお願いいたします。

１．被災者の受診、一部負担金、入院時食事療養費、介護保険利用料、保険料について

　①災害により被保険者証、健康手帳を消失した患者の保険診療を認めること。

　②被災者の一部負担金及び介護保険の利用料の免除、また、社保、国保、介護保険の

　　減免をおこなうこと。

　③県市町、保健所、各保険者は、特に高齢被災者・障害者の健康や、疾病、介護管理

　　に万全の対策を講じること。

２．被災医療機関の診療と診療報酬請求の取り扱いについて

　①診療録等を滅失・毀損などし、請求が困難な医療機関については、災害当日迄の医療

　　及び、翌日以降に行われた診療に対し、診療報酬を概算払い方式で支払うこと。

　②仮設診療所における診療を保険診療として認めること。また、開設（変更）届等につ

　　いても柔軟に取り扱うこと。

　③医薬品、医療材料等の迅速な供給確保をメーカーに指導すること。

　④民間医療機関の復旧、再建のための公的助成や緊急融資を実施すること。

